
脆弱性評価の結果について（概要・素案）

（１） 基本計画の案の作成に際しては、「国土強靱化の推進を図る上で必要な事項を明らかにするため、脆弱性評価の指針を
定め※１、これに従って脆弱性評価を行い、その結果に基づき、国土強靱化基本計画の案を作成しなければならない。」
（基本法※２第17条第１項）とされており、見直しに際しても、まず脆弱性評価を実施。
※１：今年6月5日の国土強靱化推進本部にて決定 ※２：強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法

（2） 脆弱性評価は、45の「起きてはならない最悪の事態」を改めて設定した上で、それらを回避するための施策群（プログラム）
を整理・分析し、全面的に再評価。

１．脆弱性評価について

２．脆弱性評価の結果のポイント
「脆弱性評価の指針」に定めた対応のポイント

➀ 新たな施策分野、「最悪の事態」の設定
人材育成、官民連携 ［横断的分野］
被災者の健康管理、用地確保
暴風雪・豪雪、有形無形の文化の衰退

➁ フローチャート分析の導入
 最悪の事態に至るロジック

（事象の連鎖）をフローチャート
に示して「見える化」

地域計画におけるリスク想定
例) 豪雪対策

現計画策定以降の災害から得られた知見
例） 避難所の生活支援、健康管理
例) 復興への備え

最悪の事態に至る
因果を明確すべき

との課題

○ 今回の脆弱性評価では、熊本地震(H28)など、脆弱性評価
実施時(H30.6)までに得られた知見を可能な限り取り入れて
いるが、今後、平成30年７月豪雨災害等の検証を進めてい
くことにより、更なる課題が浮かび上がることも想定される。

○ このため、本評価後に得られる新たな知見についても、基本
計画の見直しまでに反映させていくものとする。
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